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仕  様  書 

 

１.  件名 

位置情報可視化分析クラウドサービスライセンス 

 

２．研究の概要 

産業技術総合研究所人間社会拡張研究部門（以下、「産総研」という）では、屋

内位置情報の計測及び分析技術について研究をしている。本研究において、産総

研が計算・計測した位置情報について可視化分析を行うために本クラウドサー

ビスライセンスが必要となる。 

 

３．クラウドサービスの概要 

本クラウドサービスは、産総研で計算した携帯端末の位置情報を受け取り、利用

者の PCもしくはスマートフォンのブラウザからアクセスすることで位置情報を

可視化分析できるものである。 

 

４．クラウドサービスの機能仕様及び稼働環境 

4-1 位置情報を web ソケットもしくは同等の通信により受信し、クラウドサービ

ス内部のデータベースに記録する機能を有すること。 

4-2 位置情報を可視化分析するダッシュボード機能を有すること。 

4-3 位置情報を 1 Hz 以上でリアルタイムもしくはデータベースに記録された過

去のデータについて地図上へ可視化・再生できること。 

4-4 位置情報を計測する端末の情報とユーザの情報を紐づける機能を有すること。 

4-5 可視化対象地図に対してエリア定義を行うことができ、各エリアと位置情報

を組み合わせた分析機能を有すること。 

4-6 分析機能として、位置情報のヒートマップ表示が可能であること。 

4-7 任意の登録地点を登録し、当該地点への到達を記録する機能を有すること。 

4-8 位置情報をもとに指定したエリアへの出入り等業務状況に関するレポート作

成機能を有すること。 

4-9 1 ライセンスで 20 ユーザ利用できること。 

4-10 Web ブラウザ経由で利用できるサービスであり、Windows、Mac、Android、

iOS から利用可能であること。 

4-11 サービスの利用開始時には必要な地図登録（KOIL TERRACE（千葉県柏市若柴

226 番地 44 中央 141 街区 1）内の 1部屋、約 20m x 30m）、およびユーザ登録

の支援を行うこと。 

4-12 可視化ソフトウェア連携プログラムに対応すること。 
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５．ライセンス期間 

２０２５年９月１９日～２０２６年３月３１日 

 

６．保守 

   ・保守受付時間 : 平日 9:00～17:00 

      ・サポート形態 : 電話、メール（slack 可） 

   ・保証内容：初期導入支援、不具合対応、マイナーアップグレード 

 

７．受注者の要件 

(1) 安定したサービス利用のため、受注者は当該クラウドサービスによる屋内位

置情報サービスの提供をすでに商用展開していること。 

(2) 情報セキュリティ対策のため、受注者は ISO/IEC 27001（ISMS）もしくは同

等以上の認証、当該クラウドサービスは ISO/IEC 27017（クラウドセキュリ

ティ）もしくは同等以上の認証を取得していること。 

(3) 産総研の測位システムとの導入連携サポートのため、歩行者相対測位を含む

位置情報サービスの導入実績が 20 件以上あること。 

 

８．特記事項 

サプライチェーン・リスクに対応するため、別紙に記載する事項に従って契約を

履行しなければならない。 

 

９．貸与品 

・可視化ソフトウェア連携プログラムの設計書および実行プログラム 一式 

 必要に応じ貸与する。 

 

１０．納入期限 

２０２５年９月１９日 

 

１１．納入場所  

国立研究開発法人産業技術総合研究所 人間社会拡張研究部門 

社会イノベーション研究棟 2 階 021020 室 

千葉県柏市柏の葉 6-2-3 東京大学柏 II キャンパス内 

 

１２．納入物品 

・履行開始を証明するもの （ライセンス証書、受注処理完了通知、ライセンス

認証通知等） 一式 
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・利用者 ID、パスワード、プロダクトキー等 一式 

Box など産総研の指定する電子媒体で納入すること。 

 

１３．納入の完了 

   「１２．納入物品」に記載の納入物品が過不足なく納入され、仕様書を満た

していることの確認を行い、納入の完了とする。 

 

１４．付帯事項 

(1) 受注者は、業務上知り得た一切を産総研の許可なく他に漏らしてはならな

い。また、他の目的に利用してはならない。本件で調達するソフトウェア

ライセンスの使用予定期間終了後も同様とする。 

(2) 本仕様書の技術的内容に関する質問等については、調達請求者と協議する

こと。また、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、調達担

当者と協議の上決定する。 
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別紙 

サプライチェーン・リスク対応に係る特記事項 

 

１．サプライチェーン・リスクへの対応  

受注者は、機器等の意図的な不正改造及び情報システム又はソフトウェアに不正なプログラムを

埋め込むなど、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）の意図しない変更

が加えられたときに生じ得る情報の漏えい若しくは破壊又は機能の不正な停止、暴走その他の障害

等の情報セキュリティ上のリスク（以下「サプライチェーン・リスク」という。）に対応するため、受注者は

「IT 調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」（平成 30 年 12 

月 10 日関係省庁申合せ）に基づく対応を図らねばならない。 

  

２．意図しない変更に対する対策 

①受注者は、本業務の履行に際して、サプライチェーン・リスクが潜在すると知り、又は知り得るべき

ソースコード、プログラム等（以下「ソースコード等」という。）の埋込み又は組込みその他産総研担

当者の意図しない変更を行ってはならない。  

②受注者は、本業務の履行に際して、サプライチェーン・リスクが潜在すると知り、又は知り得るべき

ソースコード等の埋込み又は組込みその他産総研担当者の意図しない変更が行われないように

相応の注意をもって管理しなければならない。  

③受注者は、本業務の履行に際して、情報の窃取等により研究所の業務を妨害しようとする第三者

から不当な影響を受けるおそれのある者が開発、設計又は製作したソースコード等（受注者がそ

の存在を認知し、かつ、サプライチェーン・リスクが潜在すると知り、又は知り得るべきものに限り、

主要国において広く普遍的に受け入れられているものを除く。）を直接又は間接に導入し、又は組

み込む場合には、これによってサプライチェーン・リスクを有意に増大しないことを調査、試験その

他の任意の方法により確認又は判定するものとする。  

  

３．サプライチェーン・リスクにかかる調査の受入れ体制 

①受注者は、本業務に産総研担当者の意図しない変更が行われるなど不正が見つかったときは、追

跡調査や立入検査等、産総研と連携して原因を調査し、サプライチェーン・リスクを排除するため

の手順及び体制を整備し、当該手順及び体制を示した書面を産総研担当者に提出しなければな

らない。  

 

４．サプライチェーン・リスクを低減するための対策 

①受注者は、サプライチェーン・リスクを低減する対策として、本業務の設計、構築、運用・保守の各

工程における不正行為の有無について定期的または必要に応じて監査を行う体制を整備するとと

もに、本業務により産総研に納入する納入物品に対して意図しない変更が行われるリスクを回避

するための試験を行わなければならない。当該試験の項目は、情報セキュリティ技術の趨勢、対

象の情報システムの特性等を踏まえ、受注者において適切に設定するものとする。 
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②機器の納入であり、かつ、設計、構築、運用・保守の各工程が存在しない場合は、４．①の対応は

不要。 

  

５．受注者の業務責任者等 

①受注者は、本業務の履行に従事する業務責任者及び業務従事者（契約社員、派遣社員等の雇用

形態を問わず、本業務の履行に従事する全ての従業員をいう。以下同じ。）を必要最低限の範囲に

限るものとする。 

②機器納入であり、かつ、設計、構築、運用・保守の各工程が存在しない場合は、５．①の対応は不

要。 

 

６．再委託 

6.1 本業務の第三者への委託の制限 

受注者は、産総研の許可なく、本業務の一部又は全部を第三者（再委託先）に請け負わせては

ならない。ただし、6.2 に定める事項を遵守する場合はこの限りではない。 

6.2 第三者への委託に係る要件 

①受注者は、本業務の一部又は全部を第三者に再委託するときは、再委託先の事業者名、住

所、再委託対象とする業務の範囲、再委託する必要性について記載した承認申請書を、委託

元である産総研に提出し、書面による事前承認を受けなければならない。 

②受注者は、本業務の一部又は全部を第三者に再委託するときは、再委託した業務に伴う再

委託者の行為について、全ての責任を負わなければならない。 

③受注者は、知的財産権、情報セキュリティ（機密保持を含む。）及びガバナンス等に関して、本

仕様書が定める受注者の責務を再委託先も負うよう、必要な処置を実施し、その内容につい

て委託元である産総研の承認を得なければならない。 

④受注者は、受注者がこの仕様書の定めを遵守するために必要な事項について本仕様書を準

用して、再委託者と約定しなければならない。 

⑤受注者は、前号に掲げる情報の提供に加えて、再委託先において本委託事業に関わる要員

の所属、専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）、実績及び国籍についての情報

を委託元である産総研へ提出すること。  

⑥受注者は、再委託先において、産総研の意図しない変更が加えられないための管理体制に

ついて委託元である産総研に報告し、許可又は確認（立入調査）を得ること。 

 

７．その他  

①提出された資料等により産総研担当者に報告された内容について、サプライチェーン・リスクが懸

念され、これを低減するための措置を講じる必要があると認められる場合に、調達担当者は受注

者に是正を求めることがあり、受注者は相当の理由があると認められるときを除きこれに応じなけ

ればならない。 
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②産総研は、受注者の責めに帰すべき事由により、本情報システムに産総研担当者の意図しない変

更が行われるなど不正が見つかった場合は、契約条項に定める契約の解除及び違約金の規定を

適用し、本業務契約の全部又は一部を解除することができる。   

 

 

 


